
 

                   
議会運営委員会 協議事項 令和６.８.29（木）午 前 1 0 時 

                    

 

１ 第３回市議会定例会の運営について 
（１）諸般の報告事項 

監報第14・15号 …２件 随時監査等、例月出納検査結果報告   

    報 第 1 6 号 …    専決処分の報告（法第180条関係） 
  自 報 第 1 7 号     （一財）清掃公社、（公財）花みどり振興財団、 
                  （公財）医療公社、（公財）文化振興財団、 
                （株）なゆた浜北、（公財）浜松地域イノベーション 

至 報 第 2 2 号          推進機構の令和５年度決算 
 
（２）議決事件等について 

   ア 市長提出事件 
  自 第 9 7 号 議 案        

            24 件  

  至 第 120 号 議 案      

    

自 認 第 １ 号  

               ３件…病院、水道及び下水道の各企業会計の令和５年度決算 

  至 認 第 ３ 号      

 
（３）討論について 
  通告書の提出期限 …… ９月９日（月）正午 
 
（４）市政に対する質問について（６月14日の議運で内定） 

ア 質問者の数 
 代表質問 一般質問 
自由民主党浜松 １人 ２人 
市民クラブ １人  １人 
創造浜松 １人   ― 
公明党 １人   ― 
日本共産党浜松市議団   ―  １人 
   ４人  ４人 

             

イ 質問日別の人数 
 代表質問 一般質問 
９月25日（水） ４人 ― 
９月26日（木） ―  ４人 
   ４人  ４人 

ウ 質問通告期限 ……９月17日（火）正午 

６件 

予 算  ６件  
条 例    ７件  
その他    11件 
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エ 質問順序   
 代表質問 一般質問 

１ 
日 
目 

１ 自由民主党浜松  
２ 市民クラブ  
３ 創造浜松  
４ 公明党  

２ 
日 
目 

 １ 自由民主党浜松 
 ２ 日本共産党浜松市議団 
 ３ 市民クラブ 
  ４ 自由民主党浜松 

 
（５）会期中の日程表・議事日程・議事の順序及び議案付託件目表について（別紙） 

 
 
 
２ 追加予定議案について 

 

 

 

３ 陳情・意見書の提出について 

（１）「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める陳情書 

(静岡県労働組合評議会 議長 菊池 仁さん 提出）   

 

 

（２）自己繁殖型ｍＲＮＡワクチン(レプリコワクチン)を含むｍＲＮＡワクチンの市民への接種

に中止を求める意見書についての陳情  

（参政党静岡第７・８支部 代表 稲垣良明ほか１名 提出）   

   

 

（３）地震財特法の延長に関する意見書                  （議長提出） 
 

 

（４）コロナウイルスワクチン接種の検証および新ワクチン開発を求める意見書 

 （自由民主党浜松提出） 
 
 
（５）いじめの現状に即したいじめ防止対策推進法の改正及び運用改善を求める意見書 

  （自由民主党浜松提出） 
 
 
（６）教職員の人材確保及び学校の働き方改革に向けた教育施策の実現を求める意見書 

（市民クラブ提出） 
 
（７）大規模屋外スポーツ施設の気候変動対策の推進に関する意見書   （創造浜松提出） 
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（８）新型コロナウイルス感染症に対する経済的支援を求める意見書 

（日本共産党浜松市議団提出） 

 

 

 

４ 議会改革検討会議の協議結果について 

 

 

 

５ 決算審査に関する申合せ事項（案）について 

 

 

 

６ 浜松市議会大規模災害対応行動マニュアルの改正について 

 

 

 

７ 11月定例会の質問等について（議運のみ） 
 
 
 
◎ その他（議運のみ） 

 

 

(3)



 日 程 表 （ 内定・追加 ） 

令和６年９月定例会

議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室
1 第３回定例会の運営について
2 その他

全 員 協 議 会 午 後 1 時 30 分 全 員 協 議 会 室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

30日 金

31日 (土)

9月1日 (日)

2日 月 地 方 創 生 特 別 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室 各種報告事項等

大都市制度・行財政改革
特 別 委 員 会 第 １ 委 員 会 室

大 型 公 共 施 設 建 設
特 別 委 員 会

第 ２ 委 員 会 室

4日 水

5日 木 本 会 議 午 前 10 時 議 場

1 諸般の報告
2 議案及び企業会計決算上程、説明、休憩
　(議案・企業会計決算説明会)、企業会計決算
　意見の発表、質疑、委員会付託
3 その他

総 務 委 員 会

厚 生 保 健 委 員 会

環 境 経 済 委 員 会

建 設 消 防 委 員 会

市 民 文 教 委 員 会

7日 (土)

8日 (日)

9日 月
※討論通告期限(一般
　・特別会計決算
　以外)…正午

10日 火

11日 水
〇議案配付（一般・
　特別会計決算）

12日 木 議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室
1 本会議２日目の運営について
2 その他

全 員 協 議 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

本 会 議 午 前 10 時 議 場

1 委員長報告、質疑、（討論）、採決
2 一般・特別会計決算上程、説明、質疑
3 決算審査特別委員会の設置について
4 決算審査特別委員会委員・正副委員長選任
5 委員会付託
6 その他

決 算 審 査 特 別 委 員 会
（ 全 体 会 ）

午 後 1 時 30 分 全 員 協 議 会 室

1 健全化判断比率及び資金不足比率並びに内部統制
　評価報告書の報告、一般・特別会計決算の説明、
　監査意見発表
2 分科会の設置及び運営について
3 その他

14日 (土)

15日 (日)

16日 (月) 〔敬老の日〕

17日 火 ※質問通告期限…正午

18日 水

19日 木

20日 金

21日 (土)

22日 (日)

23日 (月) 〔秋分の日〕

議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室
1 本会議３日目及び４日目までの運営について
2 意見書等の調整について
3 その他

大 型 公 共 施 設 建 設
特 別 委 員 会

午 後 1 時 30 分 第 １ 委 員 会 室 各種報告事項等

全 員 協 議 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

本 会 議 午 前 10 時 議 場 代表質問

26日 木 本 会 議 午 前 10 時 議 場 一般質問

27日 金

28日 (土)

午 前 10 時 各種報告事項等3日 火

24日 火

25日 水

○招集告示
○議案配付(一般・特別
　会計決算以外）8月29日 木

13日 金

午 前 9 時 30 分

第 １ 委 員 会 室

第 ２ 委 員 会 室

第 ３ 委 員 会 室

第 ４ 委 員 会 室

第 ５ 委 員 会 室

付託議案審査（一般・特別会計決算以外）6日 金

曜
日

月　日 会　議　名 開議時刻 備　　　考会議場所 会　議　の　内　容

自 　９月　５日（木）

至 １０月２５日（金）

の５１日間会期
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曜
日

月　日 会　議　名 開議時刻 備　　　考会議場所 会　議　の　内　容

29日 (日)

30日 月 決 算 第 ２ 分 科 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室 一般・特別会計決算審査

10月1日 火 決 算 第 １ 分 科 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室 一般・特別会計決算審査

2日 水 決 算 第 ２ 分 科 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室 一般・特別会計決算審査

3日 木 決 算 第 １ 分 科 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室 一般・特別会計決算審査

決 算 第 ２ 分 科 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室 一般・特別会計決算審査

決 算 第 １ 分 科 会 午 後 1 時 30 分 全 員 協 議 会 室 一般・特別会計決算審査

5日 (土)

6日 (日)

7日 月
※第２分科会指摘事項等
　提出期限…午後３時

8日 火
決 算 審 査 特 別 委 員 会
（ 第 ２ 分 科 会 指 摘
事 項 等 検 討 会 議 ）

午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室 指摘事項等の調整

　非公開
（当局出席不要）
※第１分科会指摘事項等
　提出期限…午後３時

9日 水
決 算 審 査 特 別 委 員 会
（ 第 １ 分 科 会 指 摘
事 項 等 検 討 会 議 ）

午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室 指摘事項等の調整
　非公開
（当局出席不要）

10日 木 決 算 審 査 特 別 委 員 会
（指摘事項等決定会議）

午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室 指摘事項等の調整

　非公開
（当局出席不要）
※締めくくり質疑
　通告期限…午後３時

11日 金

12日 (土)

13日 (日)

14日 (月) 〔スポーツの日〕

15日 火

16日 水

17日 木 地 方 創 生 特 別 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室 各種報告事項等

18日 金

19日 (土)

20日 (日)

21日 月
決 算 審 査 特 別 委 員 会
（ 全 体 会 ）

午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室
1 分科会報告、締めくくり質疑、意見表明、採決
2 指摘事項・附帯意見の調整（当局出席不要）
3 その他

22日 火 ※討論通告期限…正午

23日 水

議 会 運 営 委 員 会 午 前 10 時 第 １ 委 員 会 室
1 定例会最終日の運営について
2 その他

大都市制度・行財政改革
特 別 委 員 会

午 後 1 時 30 分 第 １ 委 員 会 室 各種報告事項等

全 員 協 議 会 午 前 9 時 30 分 全 員 協 議 会 室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

本 会 議 午 前 10 時 議 場
1 決算審査特別委員長報告、質疑、（討論）、採決
2 その他

25日 金

4日 金

24日 木
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議 事 日 程 （第１２号） 

令和６年９月５日（木）午前１０時開議 

 

第 １ 会議録署名議員指名 

第 ２ 会期の決定について 

第 ３ 第 97 号 議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第３号） 

第 ４ 第 98 号 議案 令和６年度浜松市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ５ 第 99 号 議案 令和６年度浜松市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ６ 第 100 号議案 令和６年度浜松市病院事業会計補正予算（第１号） 

第 ７ 第 101 号議案 令和６年度浜松市水道事業会計補正予算（第２号） 

第 ８ 第 102 号議案 令和６年度浜松市下水道事業会計補正予算（第２号） 

第 ９ 第 103 号議案 浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律施行条例の一部改正について 

第１０ 第 104 号議案 浜松市立保育所条例等の一部改正について 

第１１ 第 105 号議案 浜松市国民健康保険条例の一部改正について 

第１２ 第 106 号議案 浜松市斎場条例の一部改正について 

第１３ 第 107 号議案 浜松市景観条例等の一部改正について 

第１４ 第 108 号議案 浜松市自転車等駐車場条例の一部改正について 

第１５ 第 109 号議案 浜松市立幼保連携型認定こども園条例の制定について 

第１６ 第 110 号議案 静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

第１７ 第 111 号議案 工事請負契約締結について（旧浜松市教育文化会館解体工事） 

第１８ 第 112 号議案 工事請負契約締結について（旧浜松福祉協働センター（アンサンブル江
之島）解体工事） 

第１９ 第 113 号議案 工事請負契約締結について（浜松市新津協働センター大規模改修工事
（建築工事）） 

第２０ 第 114 号議案 工事請負契約締結について（令和６年度（債務）河川改良国交付金事業
（防災・安全交）（準）高塚川排水機場築造工事（機械工事）） 

第２１ 第 115 号議案 物品購入契約締結について（浜松市立西図書館書架等備品） 

第２２ 第 116 号議案 物品購入契約締結について（消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ型）３台） 

第２３ 第 117 号議案 物品購入契約締結について（救助工作車(Ⅲ型）１台） 

第２４ 第 118 号議案 市道路線認定について 

第２５ 第 119 号議案 市道路線変更について 

第２６ 第 120 号議案 令和５年度浜松市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

(6)



 

 

第２７ 認 第 １ 号 令和５年度浜松市病院事業会計決算 

第２８ 認 第 ２ 号 令和５年度浜松市水道事業会計決算 

第２９ 認 第 ３ 号 令和５年度浜松市下水道事業会計決算 
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議 事 の 順 序 （第１日） 

令和６年９月５日（木）午前１０時開会 

 

１ 開 会 の 宣 告 

２ 開 議 の 宣 告 

                監報第14・15号 随時監査等、例月出納検査結果報告 

                報第 16 号 専決処分の報告（法第180条関係） 

３ 諸 般 の 報 告…… 自 報第 17 号 （一財）清掃公社、（公財）花みどり振興財団、 

                      （公財）医療公社、（公財）文化振興財団、 
                      （株）なゆた浜北、（公財）浜松地域イノベーショ 

              至 報第 22 号  ン推進機構の令和５年度決算 

４ 会議録署名議員指名 

５ 会 期 の 決 定 

                 自 日程第 ３ 第 97 号議 案 
６ 議案及び企業会計決算上程……                 27件 

                 至 日程第２９ 認 第 ３ 号 

（１）説 明 

    （休   憩）  議案及び企業会計決算説明会開催 

（２）監査意見の発表 

（３）質 疑 

（４）委 員 会 付 託 

７ 休 会 の 決 定 

８ 散 会 の 宣 告 
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令和６年第３回浜松市議会定例会議案付託件目表 

 

総務委員会 

第   97 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第３号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第１項 

 第２項中 

 歳入予算中 

第13款 地方特例交付金 

第14款 地方交付税 

第22款 繰入金 

第23款 繰越金 

第25款 市債中 

            第１項 市債中 

第11目 臨時財政対策債 

          歳出予算中 

第２款 総務費中 

            第１項 総務管理費 

第２条（繰越明許費）中 

 公共建築物長寿命化推進事業 

第４条（地方債の補正） 

 

第  103 号議案 浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律施行条例の一部改正について 

 

第  113 号議案 工事請負契約締結について（浜松市新津協働センター大規模改修工事（建築工

事）） 
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厚生保健委員会 

第   97 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第３号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

第18款 国庫支出金中 

 第１項 国庫負担金 

 第２項 国庫補助金中 

  第２目 民生費国庫補助金 

 第３項 委託金 

第19款 県支出金中 

 第１項 県負担金 

 第２項 県補助金中 

  第３目 衛生費県補助金 

第24款 諸収入中 

 第６項 雑入中 

  第６目 民生費雑入 

  第７目 衛生費雑入 

第25款 市債中 

 第１項 市債中 

  第２目 民生債 

歳出予算中 

 第３款 民生費 

第４款 衛生費 

〔第３項 清掃費〕を除く 

第10款 教育費 

第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

  細江健康センター発達支援広場業務委託費 

 

第   98 号議案 令和６年度浜松市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

第   99 号議案 令和６年度浜松市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

第  100 号議案 令和６年度浜松市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

第  104 号議案 浜松市立保育所条例等の一部改正について 

 

第  105 号議案 浜松市国民健康保険条例の一部改正について 

 

第  109 号議案 浜松市立幼保連携型認定こども園条例の制定について 

 

第  110 号議案 静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

 

第  112 号議案 工事請負契約締結について（旧浜松福祉協働センター（アンサンブル江之島）

解体工事） 
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認 第  １ 号 令和５年度浜松市病院事業会計決算 
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環境経済委員会 

第   97 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第３号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

第24款 諸収入中 

 第６項 雑入中 

  第９目 農林水産業費雑入 

 歳出予算中 

第６款 農林水産業費 

第７款 商工費 

第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

  連絡ごみ処理手数料納付済証管理業務委託費 

  連絡ごみ処理手数料徴収業務委託費 

  勤労福祉センター開館準備事業費 

  ギャラリーモール指定管理運営費 

  新川モール指定管理運営費 

  ふるさと納税返礼品調達及び配送業務委託費 
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建設消防委員会 

第   97 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第３号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

第18款 国庫支出金中 

 第２項 国庫補助金中 

  第７目 土木費国庫補助金 

第19款 県支出金中 

 第２項 県補助金中 

  第６目 土木費県補助金 

第25款 市債中 

            第１項 市債中 

             第７目 土木債 

 歳出予算中 

           第４款 衛生費中 

            第３項 清掃費 

 第８款 土木費 

第２条（繰越明許費） 

スポーツ施設運営事業（スポーツ施設整備事業） 

公共建築物長寿命化推進事業          を除く 

第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

国道１５２号（池島・大原区間）環境影響調査業務委託費 

市営住宅湖東団地Ｃ１０棟バリアフリー化事業費 

第２項中 

 国道１５２号（浜北・天竜バイパス）整備工事費 

 

 

第  101 号議案 令和６年度浜松市水道事業会計補正予算（第２号） 

 

第  102 号議案 令和６年度浜松市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

第  107 号議案 浜松市景観条例等の一部改正について 

 

第  108 号議案 浜松市自転車等駐車場条例の一部改正について 

 

第  114 号議案 工事請負契約締結について（令和６年度（債務）河川改良国交付金事業（防災･

安全交）（準）高塚川排水機場築造工事（機械工事）） 

 

第  116 号議案 物品購入契約締結について（消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ型）３台） 

 

第  117 号議案 物品購入契約締結について（救助工作車（Ⅲ型）１台） 

 

第  118 号議案 市道路線認定について 
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第  119 号議案 市道路線変更について 

 

第  120 号議案 令和５年度浜松市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 
 

認 第  ２ 号 令和５年度浜松市水道事業会計決算 

 

認 第  ３ 号 令和５年度浜松市下水道事業会計決算 
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市民文教委員会 

第   97 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第３号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

歳入予算中 

第25款 市債中 

 第１項 市債中 

  第１目 総務債 

          歳出予算中 

第２款 総務費中 

 第６項 スポーツ振興費 

         第２条（繰越明許費）中 

 スポーツ施設運営事業（スポーツ施設整備事業） 

 第３条（債務負担行為の補正）中 

 第１項中 

        アクトシティ浜松外１施設指定管理運営費（アクトシティ浜松、楽器博物 

       館） 

遠州灘海浜公園江之島地区指定管理運営費 

古橋廣之進記念浜松市総合水泳場更新事業費（令和６年度設定分） 

外国語指導助手派遣業務委託費 

通園・通学バス車両リース料（令和６年度設定分） 

給食調理等業務委託費（令和６年度設定分） 

西部中学校擁壁改修工事費（令和６年度設定分） 

 

第  106 号議案 浜松市斎場条例の一部改正について 

 

第  111 号議案 工事請負契約締結について（旧浜松市教育文化会館解体工事） 

 

第  115 号議案 物品購入契約締結について（浜松市立西図書館書架等備品） 
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受付
議会総務課

R6.07.24

浜松市
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令和６年 月 日 

 

 衆 議 院議 長  総 務 大 臣  国土交通大臣 

 参 議 院議 長  文部科学大臣  内閣府特命担当大臣（防災） 

 内閣総理大臣  厚生労働大臣 

 財 務 大 臣  農林水産大臣          あて 

 

○○議会議長  

△△ ×× 印 

 

地震財特法の延長に関する意見書 

 

 東海地震に備えて、地震防災対策強化地域である本市（町）は、静岡県

が作成した地震対策緊急整備事業計画に基づき、各般にわたる地震対策を

鋭意講じているところである。 

 この計画は令和６年度末で期限切れを迎えるが、依然として必要な事業

が数多く残されている。 

 また、東日本大震災や能登半島地震をはじめとする近年の国内外におけ

る大地震により得られた教訓を踏まえ、県及び市町が一体となって緊急輸

送道路、津波防災施設や山・崖崩れ防止施設の整備、公共施設の耐震化、

避難地・避難路の整備等をより一層推進する必要が生じている。 

 したがって、東海地震による災害から地域住民の生命と財産の安全を確

保するためには、地震対策緊急整備事業計画の期間の延長を図り、これら

の事業を迅速かつ的確に実施することにより、地震対策の一層の充実に努

めていかなければならない。 

よって国においては、地震対策緊急整備事業計画の根拠となっている「地

震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特

別措置に関する法律」を延長するよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

市町用案 
（※必要に応じて内容・提出先など御修正して下さい。） 
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議長提出 

 

地震財特法の延長に関する意見書（案） 

 

東海地震に備えて、地震防災対策強化地域である本市は、静岡県が作成した

地震対策緊急整備事業計画に基づき、各般にわたる地震対策を鋭意講じている

ところである。 

この計画は令和６年度末で期限切れを迎えるが、依然として必要な事業が数

多く残されている。 

また、東日本大震災や能登半島地震をはじめとする近年の国内外における大

地震により得られた教訓を踏まえ、県及び市町が一体となって緊急輸送道路、

津波防災施設や山・崖崩れ防止施設の整備、公共施設の耐震化、避難地・避難

路の整備等をより一層推進する必要が生じている。 

したがって、東海地震による災害から地域住民の生命と財産の安全を確保す

るためには、地震対策緊急整備事業計画の期間の延長を図り、これらの事業を

迅速かつ的確に実施することにより、地震対策の一層の充実に努めていかなけ

ればならない。 

よって国においては、地震対策緊急整備事業計画の根拠となっている「地震

防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律」を延長するよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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自由民主党浜松提出 

 

コロナウイルスワクチン接種の検証および新ワクチン開発を求める意見書（案） 

 

新型コロナウイルス感染症は令和５年５月８日に２類相当から５類感染症に

移行し、１年余が経とうとしている。経済活動における後遺症はあるものの、パ

ンデミック以前の日常が戻りつつある。しかしながら、厚生労働省発表の７月22

日から28日までのデータでは、１週間の新規感染者数は７万２千人を超え、12週

連続の増加となっているにも関わらず、新型コロナウイルス感染症に対する認

識、対策意識が薄れていることを懸念する。改めてマスク着用、手指の消毒、換

気などの徹底を周知する必要がある。 

ワクチン接種は、未接種者に比べ、複数回接種者の重症化率、致死率が低いデ

ータが示されており、一定の効果は認められている。ただし、最近の感染者増は、

オミクロン株から派生した変異株ＫＰ．３が原因と言われ、従来のワクチン効果

は今後の分析を待たなければならない。またコロナワクチン接種後の健康被害

を受けた人への「予防接種健康被害救済制度」のデータによると、本年３月の段

階でワクチン接種後の健康被害は6795件が認定され、死亡一時金または葬祭料

対象者は523人となった。パンデミック終息を優先したワクチン接種の影の部分

が厳然としてある。 

10月より65歳以上へのワクチン定期接種が始まり、自己負担が７千円程度と

なり、65歳未満の任意接種では１万５千円程度になる。ワクチン接種後遺症情報

と、インフルエンザ予防接種に比べ高額であるため、任意接種希望者は、大きく

減少すると推定され、感染者の急増もあり得る。ついてはワクチン接種後遺症の

原因解明を急ぐとともに、新型株対応を含む安全なワクチン開発が求められる。 

よって、国においては、以下の点に取り組むよう、強く要望する。 

 
記 

 
１ 新型コロナワクチン接種効果および後遺症の検証と共に、多角的データの

開示をすること。 

２ 新型コロナワクチン後遺症認定者の相談窓口設置及び医療機関対応態勢の

整備を速やかに行うこと。 

３ より効果的、より安全な新コロナワクチンの開発を急ぎ行うこと。 

 

 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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自由民主党浜松提出 

 

いじめの現状に即したいじめ防止対策推進法の改正及び 

運用改善を求める意見書（案） 

 

 いじめ認知件数は、「いじめ防止対策推進法」の解釈が浸透し、いじめを積極

的に認知することにより年々増加している。小・中・高等学校及び特別支援学校

における全国でのいじめ認知件数の推移は、2016年度:32万3143件、2017年度:41

万4378件、2018年度:54万3933件、2019年度:61万2496件、2020年度:51万7163件

（減少）、2021年度:61万5351件、2022年度:68万1948件となり、2022年度は前年

度より約10.8％増加しており、過去最多を更新している。 

 いじめの認知件数が増加することは、いじめの早期発見・早期対応の観点から

決して否定するものではないが、いじめにはさまざまな形態があり、状況や構造

が被害・加害という二項対立的となる場合もあることから、法に定めるいじめに

ついて、行為の性質及び態様等の表現を現状に即したものに改正する必要があ

ると考える。また、現行法では、学校や教育委員会へいじめに対する具体的な対

応策を求めているが、その内容が必ずしも具体的でないことが多く、学校はその

対応に苦慮している。このことから、いじめが発生した場合の具体的な調査手順

や、被害者と加害者への適切なサポート体制について、より明確な方針やガイド

ラインが求められている。 

 よって、国においては、現場の実態に合ったいじめ防止対策推進法の改正及び

運用改善について検討するよう、下記の事項について強く要望する。 

  

記 

 

１ 2013年の法制定により「いじめ」が広く定義づけられ、近年「いじめ」の積

極的認知が進められていることから、各自治体における「いじめ」の認知件数

は相当な数となっている。これら一つ一つの件についてより適切に対応する

ためにも、現在進められている法改正の検討に当たっては、行為の性質及び様

態等を踏まえることなど、いじめの確認に際し考慮するべき内容についても

検討すること。 

２ 2023年４月から実施されている、いじめ重大事態に関する文部科学省への

報告も踏まえ、行為の性質や様態等に応じてより適切に対応していくために

も、「いじめの防止等のための基本的な方針」等において、「いじめ」に該当す

る行為を類型化するなどした上で、各類型に応じた学校及び学校の設置者が

取るべき措置の具体的な内容を示すこと。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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市民クラブ提出 

 

教職員の人材確保及び学校の働き方改革に向けた教育施策の 

実現を求める意見書(案) 

 

教職員不足が全国的に問題となる中、本市においても、年度途中の産育休者や

病気等による休職者の代替教職員が不補充となっている。要因は様々だが、既卒

受験者の減少による臨時的・任期付教職員の不足や採用内定辞退者の増加など

が挙げられる。本市教育委員会では、採用試験を前倒しする等の対策を講じてい

るが、現場の教職員が実感を伴う施策には至っていないのが現状である。 

令和元年の公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法

改正時の附帯決議に基づき、文部科学省が実施した教員勤務実態調査によると、

時間外在校等時間の上限とされている月45時間を超える教諭は小学校で64.5％、

中学校は77.1％に上っている。さらに、「過労死ライン」とされる月80時間を超

える教諭は小学校が14.2％、中学校が36.6％であり、依然として過酷な勤務実態

が明らかとなっている。 

現在の学校は、子供の学びを止めないために、現員の教職員で持ちこたえてい

る状態だが、忙しい先生を見ている子供たちは、教員を志すことを諦めていく。

教職の魅力を伝えていくためにも、抜本的な改革が必要である。 

このような状況の中、文部科学省の中央教育審議会に設置された「質の高い教

師の確保特別部会」が審議のまとめを提出し、「現行４％の教職調整額を10％以

上に引き上げる」こと等がクローズアップされているが、仮に10％とするならば、

時間外在校等時間の上限を20時間とする必要がある。 

そのためにも、教職員定数の改善は急務である。現行の公立義務教育諸学校の

学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（以下、「義務標準法」という。）は

教職員定数の根拠が曖昧であり、教員１人当たりの持ち授業時数や出張日数、休

暇日数を加味したものとすべきである。また、いわゆる「学力低下」を危惧する

声に押され、カリキュラムは過密化している。学校の働き方改革は、単に教職員

の労働問題とされるのではなく、体験活動や自治的諸活動の充実など、子供の豊

かな学びや、子供と教職員が接する時間の確保など、教育改革の視点が重要であ

ると考える。 

よって、国においては、教職員の人材確保及び学校の働き方改革に向けた教育

施策を実現するため、下記事項に取り組むよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 子供の豊かな学びの実現に向け、義務標準法の改正による教職員の定数の

改善を進めること。 

２ 教頭・養護教諭・事務職員の複数配置の拡充、栄養教職員の配置基準引下げ
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を行うこと。 

３ 教職調整額を10％以上に引き上げるとともに、時間外在校等時間の平均が

20時間となるよう、指導内容の精選等を含む改革を進めること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。  
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創造浜松提出 

 

大規模屋外スポーツ施設の気候変動対策の推進に関する意見書（案） 

 

近年、夏のスポーツ大会は猛暑の影響で開催が困難な状況にある。例えば、甲

子園球場で行われる夏の全国高等学校野球選手権大会では、選手が熱中症の症

状を訴えるケースが増え、2023年からは５回終了後に最大10分の「クーリングタ

イム」が導入されるなど、暑さ対策が進められている。また、今後に向けては、

試合を午前と夕方に分けて行う２部制の導入を一部実施し、対象試合の拡充を

検討している。 

2021年に開催された東京2020オリンピックでも、高温多湿な気象条件により、

一部の競技が早朝や夕方に移行され、マラソン競技は札幌に移動するなどの措

置が取られたのは記憶に新しい。 

これらの事例は、気候変動に伴う温暖化がスポーツ大会に与える影響を如実

に示しており、今後の対策が急務であることを浮き彫りにしている。 

多くのスポーツイベントが開催される地方都市においては、暑さ対策を積極

的に推進し、夏のスポーツ大会が安全かつ安定的に開催できる環境を整備する

ことが求められている。 

特に既設の屋外スポーツ施設への空調設備や自然エネルギーの導入は、猛暑

が続く夏場のスポーツ大会の安全な運営を支えるために不可欠である。 

今後建設が予定される大規模スポーツ施設については、屋外型よりもドーム

型や室内型への移行を検討しなければ、大会運営が困難となり、地域スポーツの

推進や青少年の健全育成に大きな支障を来す可能性がある。 

よって、国においては、以下の事項に取り組むよう強く要望する。 

 
記 

 

１ 今後建設される大規模屋外スポーツ施設は、ドーム型や屋内型として、適切

な空調設備の設置を義務付けること。 

２ 大規模屋外型スポーツ施設およびドーム型・屋内型スポーツ施設への太陽

光発電などの自然エネルギーの設置を推進し、清掃工場等の他施設で生成さ

れた電力の積極的な利用を義務付け、エネルギー効率の向上と温室効果ガス

排出の削減を図ること。 

３ 気候変動による高温対策、温暖化対策を講じるスポーツ施設に対して、補助

金制度の創設など、積極的な財政措置を講じること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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                    日本共産党浜松市議団提出 

 

新型コロナウイルス感染症に対する経済的支援を求める意見書（案） 

 

 昨年の新型コロナウイルス感染症の５類移行後も、新型株への置き換わりに

伴って全国的に感染が急拡大し、拡大が先行した地域では発熱外来の予約が取

れなくなるなど、医療が逼迫する事態が発生している。また、新型コロナ治療薬

の自己負担軽減や、診療報酬の特例経過措置が本年３月末に全面的に打ち切ら

れ、事態は益々深刻な状況になっている。 

 医療の逼迫や医療崩壊を防ぐためには、重症患者の増大を抑えることが必要

だが、処方１回当たり３万円程度の窓口負担を理由に、新型コロナ治療薬の処方

を避ける傾向が広く生じている。 

また、高齢者や基礎疾患のある人を重症化から守るためにも、ワクチン接種は

重要な予防手段である。しかし、今年秋から新たな枠組みで接種が始まる新型コ

ロナワクチンの自己負担については、非常に高額となることが予想され、経済的

負担から接種を諦めることが懸念される。 

よって、国においては、新型コロナウイルス感染症の流行による医療逼迫や崩

壊を防ぎ、必要な医療を提供し、命と健康を守るための適切な措置を講じるため、

下記事項に取り組むよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 新型コロナ治療薬の自己負担への助成を行うこと。 

２ 新型コロナワクチンの自己負担を減免すること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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令和６年８月 29 日 

 

浜松市議会議会運営委員会 

委員長 倉田 清一 様 

                      浜松市議会議会改革検討会議 

                       委員長 戸田  誠 

 

 

協議結果報告書 

 

 議会改革検討会議の協議結果について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 
１ 決算審査特別委員会の運営方法について 

本件について、３月 18 日から８月２日までの間に開催した８回の会議の結果、

以下のとおり変更することを決定しました。 

（１）分科会について 

・各分科会の所管事項について、次のとおりとする。 

①第１分科会 厚生保健委員会及び市民文教委員会の所管する事項並び 

に総務委員会の所管する事項のうち企画調整部、総務部、

財務部、ウエルネス推進事業本部、会計課、監査事務局、

人事委員会事務局、選挙管理委員会事務局及び議会事務局

に関するもの 

②第２分科会 環境経済委員会及び建設消防委員会の所管する事項並びに

総務委員会の所管する事項のうちデジタル・スマートシテ

ィ推進部、カーボンニュートラル推進事業本部及び危機管

理課に関するもの 

  ・追加された分科会日程の午前（9:30～12:00）に第２分科会、午後（13:30

～17:00）に第１分科会を開催する。 
・半日開催の各分科会における非交渉団体の会派割時間数は、１人２分とす 
る。 

  ・当局の答弁について、今年度取り組んでいる内容についての言及は認めるも

のとする。 
 

 （２）締めくくり質疑について 

・質疑後の意見は認めるが、要望は認めないこととする。 
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R060829 議会運営委員会 

決算審査に関する申合せ事項（案） 

 
                      令和６. .  議会運営委員会 決定 

                      令和６. .  全 員 協 議 会 了承 

 

１ 決算審査特別委員会の設置について 

 (1) 一般会計及び特別会計の歳入歳出決算を審査するため、決算審査特別委員会を設

置する。 

 (2) 決算審査特別委員会の委員は、議長及び監査委員である議員を除いた議員とする。 

 (3) 委員の任期は、本会議において選任された日から付託された決算の審査が終了す

るまでとする。 

 

２ 決算審査特別委員会の正・副委員長について 

 (1) 決算審査特別委員会に委員長１人及び副委員長１人を置く。 

 (2) 委員長は、原則として議会運営委員会の委員長をもって充てる。 

(3) 副委員長は、原則として議会運営委員会の副委員長２人のうちから１人をもって

充てる。 

 (4) 正・副委員長の任期は、委員の任期とする。 

 

３ 分科会の設置等について 

 (1) 設置 

決算審査特別委員会に２つの分科会を設置し、それぞれの名称及び所管事項は次の

とおりとする。 

①第１分科会 厚生保健総務委員会及び市民文教委員会の所管する事項並びに総務

建設消防委員会の所管する事項のうち企画調整部、総務部、財務部、

ウエルネス推進事業本部、会計課、監査事務局、人事委員会事務局、

選挙管理委員会事務局及び議会事務局土木部及び上下水道部に関す

るもの 

②第２分科会 厚生保健委員会及び環境経済委員会及び建設消防委員会の所管する

事項並びに総務建設消防委員会の所管する事項のうちデジタル・ス

マートシティ推進部、カーボンニュートラル推進事業本部及び危機

管理課都市整備部及び消防に関するもの 

(2) 委員 

第１分科会の委員は、決算審査特別委員会委員のうち厚生保健総務委員会及び市民

文教委員会の委員並びに総務建設消防委員会委員のうち決算審査特別委員会におい

て指名した者とする。 

第２分科会の委員は、決算審査特別委員会委員のうち厚生保健委員会及び環境経済

委員会及び建設消防委員会の委員並びに総務建設消防委員会委員のうち決算審査特

(32)



 

 

別委員会において指名した者とする。 

(3) 主査 

分科会ごとに主査１人を置き、各分科会の委員のうち原則として常任委員会の委員

長の職にある者の中から互選により選任する。 

主査は、分科会の議事を整理し、秩序を保持するものとする。 

 (4) 副主査 

分科会ごとに副主査２人を置き、各分科会の委員のうち原則として常任委員会の委

員長の職にある者であって主査とならなかったものをもって充てる。なお、分科会の

委員のうちに副主査となるべき常任委員会の委員長が１人しかいない場合には、当該

分科会の委員のうち原則として常任委員会の副委員長の職にある者の中から１人を副

主査とする。 

副主査は、分科会での委員の質疑及び当局の答弁について要点を記すほか、主査の

職務を補佐するものとする。 

主査に事故があるときは、あらかじめ定める副主査が主査の職務を行う。 

 

４ 指摘事項等検討会議及び指摘事項等決定会議の設置等について 

 (1) 設置 

決算審査特別委員会に指摘事項等検討会議及び指摘事項等決定会議を設置する。 

(2) 委員 

指摘事項等検討会議の委員は、各分科会の正・副主査及び各会派代表者とする。な

お、正・副主査と会派代表者は兼ねてもよいこととする。また、決算審査特別委員会

の正・副委員長は委員外議員として出席するものとする。 

指摘事項等決定会議の委員は、決算審査特別委員会の正・副委員長、各分科会の正・

副主査とし、正・副委員長または正・副主査を輩出していない会派については会派代

表者とする。 

なお、両会議とも非交渉団体のうち代表者１人を委員とする。 

(3) 代理出席 

  委員が指摘事項等検討会議または指摘事項等決定会議を欠席するときは、代理者

を出席させることができる。 

 

 

５ 決算審査特別委員会の運営等について 

(1) 一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の説明並びに健全化判断比率及び資金不足

比率の報告は、決算審査特別委員会の初日に財務部長が行うものとする。 

(2) 内部統制評価報告書の説明は、決算審査特別委員会の初日に総務部長が行うもの

とする。 

(3) 一般会計及び特別会計の歳入歳出決算に対する監査意見は、決算審査特別委員会

の初日に代表監査委員が行うものとする。 
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(4) 決算審査特別委員会の最終日にそれぞれの分科会の主査から分科会での審査の経

緯を報告するものとする。 

(5) 決算審査特別委員会で一般会計及び特別会計の歳入歳出決算に対する採決を行う

前に、各歳入歳出決算に対する意見表明を行うことができる。なお、意見表明では、

賛否を表明するのみとし、個別に賛否の理由を述べることはしないものとする。 

 (6) 分科会報告で述べられた指摘事項については、指摘事項等検討会議及び指摘事項

等決定会議において、決算審査特別委員会としての指摘事項、附帯意見とすべきか

どうかを協議するものとする。 

 

６ 分科会の運営等について 

 (1) 開催日数 

  各分科会は、2.5２日間ずつ開催することとする。なお、２つの分科会を同時同日に

開催することはしないものとする。 

(2) 定足数 

 分科会は、委員の定数の半数以上の委員が出席しなければ会議を開くことができな

い。 

(3) 傍聴の取扱い 

 分科会は、議員のほか、分科会の許可を得た者が傍聴することができる。 

(4) 審査方法等 

分科会での審査は部局ごとに取り扱うこととし、審査順序は決算審査特別委員会の

初日に示すものとする。なお、各分科会の開催までに急遽、審査順序を変更する必要

が生じた際には、分科会を開催する際に報告するものとする。 

(5) 会派等の発言時間 

  １日開催の分科会における会派（非交渉団体を含む。）の発言時間は、１分科会１日

当たり会派割時間総数（72分）及び議員割時間総数（72 分）に基づき算出した時間と

する。なお、会派（非交渉団体を含む。）の発言時間には、当局の答弁時間は含まない

ものとする。 

  各会派の１分科会１日当たりの会派割時間数は、会派割時間総数（72 分）から非交

渉団体に分配する時間数（１人×５分）を減じた時間を交渉団体の数で除して算出す

る。なお、算出した時間数に１分に満たない端数がある場合は、これを切り捨てる。 

  各会派の１分科会１日当たりの議員割時間数は、議員割時間総数（72 分）を当該分

科会の議員総数で除して得た時間数に会派ごとの当該分科会の議員数を乗じて算出

する。なお、算出した時間数に１分に満たない端数がある場合は、これを切り捨てる。 

  また、0.5 日開催の分科会における会派（非交渉団体を含む。）の発言時間について、

第１分科会は会派割時間総数（40分）及び議員割時間総数（40 分）に基づき算出した

時間とし、第２分科会は会派割時間総数（28 分）及び議員割時間総数（28分）に基づ

き算出した時間とする。 

各会派の１分科会 0.5 日当たりの会派割時間数は、会派割時間総数（第１分科会 40

(34)



 

 

分、第２分科会 28 分）から非交渉団体に分配する時間数（１人×２分）を減じた時間

を交渉団体の数で除して算出する。 

各会派の１分科会 0.5 日当たりの議員割時間数は、議員割時間総数（第１分科会 40

分、第２分科会 28 分）を当該分科会の議員総数で除して得た時間数に会派ごとの当該

分科会の議員数を乗じて算出する。 

なお、会派（非交渉団体を含む。）の発言時間には、当局の答弁時間は含まないもの

とする。また、算出した時間数に１分に満たない端数がある場合は、これを切り捨て

る。 

 

(6) 発言時間の計測 

会派（非交渉団体を含む。）の発言時間は議会事務局職員が計測することとし、発

言中の会派の残時間については室内に表示する。 

 (7) 発言順序 

発言は会派ごとに行い、発言順序は大会派順とし、２巡目の質疑を認めるものとす

る。なお、次の審査区分の発言については、順次、次の会派にローテーションするも

のとする。 

(8) 発言内容の制限 

 分科会においては、採決を行わないことから討論は実施しないものとする。 

(9) 審査経緯の取りまとめ 

各分科会の審査経緯については、正副主査が主体となって取りまとめるものとする。 

 (10) 会議の運営等 

  会議の運営に当たっては、浜松市議会会議規則（昭和 50年浜松市議会規則第１号）

第 80 条から第 86 条まで、第 97 条、第 104 条から第 111 条まで及び第 113 条の規定

を準用する。この場合において、「委員会」とあるのは「分科会」と、「委員長」とあ

るのは「主査」と、「議長」とあるのは「決算審査特別委員会委員長」と、「議会」と

あるのは「議会及び決算審査特別委員会」と読み替えるものとする。 

(11) その他 

  この申合せ事項に定めるもののほか、分科会の運営については、決算審査特別委員

会に諮って決算審査特別委員会委員長が定めるものとする。 

 

７ 指摘事項等検討会議及び指摘事項等決定会議の運営等について 

（1）指摘事項等検討会議の座長は主査が務めるものとし、指摘事項等決定会議の座長は

委員長が務めるものとする。 

（2）指摘事項等は、全出席者の４分の３以上の賛成により決定するものとする。 

（3）指摘事項等決定会議へ提出する指摘事項等の件数は、各分科会当たり６件以内とし、

決算審査特別委員会としての指摘事項等の件数は６件程度とする。 

 

８ 当局出席者について 
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(1) 決算審査特別委員会 

 出席者は、市長・副市長・水道事業及び下水道事業管理者・教育長・監査委員・技

術統括監・政策補佐官・危機管理監・部長・事業本部長・担当部長・会計管理者・区

長・消防長・保健所長・財政課長・秘書課長・監査事務局長とする。ただし、事業本

部長・担当部長・区長は、必要に応じて出席するものとする。 

 (2) 分科会 

  出席者は、原則として決算審査特別委員会の出席者（市長を除く。以下同じ。）並び

に議題となっている事項を所管する課の課長補佐以上の職にあるもの及び必要に応

じて所属職員１人とする。ただし、区にあっては区長・副区長・区振興課長・区振興

課長補佐（中区及び天竜区を除く）・行政センター所長・支所長第１種協働センター所

長及び必要に応じてその他の職員１人とする。なお、副市長・監査委員・会計管理者

並びに企画調整部長・総務部長及び財務部長は特段の理由がない限り常時出席するも

のとし、その他の決算審査特別委員会全体会の出席者はそれぞれが所管する事項以外

の審査においては出席を要しないものとする。 

 

９ 締めくくり質疑について 

 (1) 定義 

締めくくり質疑は、分科会で述べられた質問に関する事項または決算全体に関わる

事項に対して行うものとする。 

また、質疑後は意見のみ述べることができるものとする。決算に対して、質疑に限

らず意見・要望を述べることができるものとする。 

(2) 形態 

  締めくくり質疑は、会派（非交渉団体を含む。）を代表して行うものとする。 

(3) 実施時期等 

  締めくくり質疑は、分科会での審査を終えた後に開催する決算審査特別委員会にお

いて、両分科会の主査から分科会報告を行った後に行うこととする。 

 (4) 方式の選択 

  締めくくり質疑は、一括方式と分割方式のいずれかの選択制により行うものとし、

締めくくり質疑通告書に一括または分割の別を明示する。 

 (5) 分割方式における分割区分及び締めくくり質疑の終結 

  分割は項目を単位として行うものとし、締めくくり質疑通告書に分割する箇所を明

示する。また、締めくくり質疑の終結は、質疑者が通告の際に指定した区分ごとに終

結するものとし、既に終えた項目については、さかのぼることはできないものとする。

ただし、総括としての意見・要望はこの限りではない。 

(6) 発言時間 

締めくくり質疑の発言時間は、答弁の時間を除いて、交渉団体にあっては１団体 15

分以内、非交渉団体にあっては 10 分（非交渉団体が複数ある場合は合計で 10 分）以

内とする。 
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(7) 発言回数 

一括方式は３回まで、分割方式は区分ごとに３回までとする。 

(8) 発言順序 

  締めくくり質疑は、所属議員数の多い会派（非交渉団体を含む。）から順に行う。な

お、所属議員が同数の会派（非交渉団体を含む。）の発言順序は、議会運営委員会にお

いて協議する。 

(9) 通告期限等 

  通告期限は議会運営委員会で定めた日時とし、通告に当たっては別に定める締め 

くくり質疑通告書により行うものとする。 

 (10) 答弁者 

  答弁者については、締めくくり質疑を行う議員が指名する。 

 (11) 答弁の順序 

  市長を１番目とし、それ以降は質疑項目の順で行うものとする。また、分割方式に

おいては、分割区分ごとに同様の順序とする。なお、質疑者は、できる限り答弁者が

役職順になるよう質疑の構成に配慮することとする。 
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浜松市議会大規模災害対応行動マニュアル （案） 

 

 平成 24 年 10 月 16 日 適 用        

 令 和  年  月  日 議会運営委員会 決定 

 令 和  年  月  日 全 員 協 議 会 了承 

●基本方針 

（１）議会は、災害の状況に応じ、必要な体制をとりながら、浜松市災害対策本部（以下「災害対

策本部」という。）及び区災害対策本部が行う災害対応に最大限の協力をする。 

（２）議長は、副議長とともに、議会の災害対応に関する事務を総括する。 

（３）議員は、（１）のほか、地域の一員として市民の安全確保と応急対応等に当たり、地域等にお

ける共助の取り組みが円滑に行われるよう努める。 

（４）議員は、市当局の災害対応の妨げとならないよう、個別の要請は避け、必要に応じて、議長を

通じ災害対策本部へ要請する。 

●大規模災害が発生したときの対応行動 

 

 

 

 

 

１ 初期対応期：初動態勢（発災後２４時間以内） 

 (1) 議長及び副議長は、速やかに登庁するものとする。 

※議長及び副議長がともに登庁できない場合、下記の優先順により、大規模災害対応における

議長の職務を代理する。 

    １ 議会運営委員会委員長 
２ 危機管理・交通政策特別委員会委員長 
３ 常任委員会委員長（①総務､②厚生保健､③環境経済､④建設消防､⑤市民文教） 

 (2) 議員は、その安否を議会事務局に連絡すること。 

   これを受け、議会事務局は、議員の安否を議長に連絡すること。 

     議員から議会事務局への連絡は、以下のいずれかの方法による 

・ＬＩＮＥ ＷＯＲＫＳ 

・電子メール gikai@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

     ・電話    ０５３－４５７－２５０５（議会事務局 議会総務課） 

     ・ＦＡＸ   ０５０－３７３０－５２１８（議会事務局） 

※いずれも使用不可能な場合は、災害用伝言ダイヤル（１７１）へ録音する。 

保存限度数が１回線あたり１０件であることから、議席番号に応じて録音する 

電話番号を下記のとおり割振る。 

    議席番号 １～ ８→☏０５３－４５７－２５０５ （議会総務課）へ録音 

         ９～１５→☏０５３－４５７－２５０６ 

        １６～２３→☏０５３－４５７－２５１１ （議事課）へ録音 

        ２４～３０→☏０５３－４５７－２５１２ 

        ３１～３８→☏０５３－４５７－２５１３ （調査法制課）へ録音 

        ３９～４６→☏０５３－４５７－２５１４ 

・南海トラフ地震が発生したとき 

※南海トラフの想定震源域またはその周辺で地震が発生し、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」

が発表されたときを含む 

※大規模災害とは 

(38)
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 (3) 議員は、それぞれの地域等において活動すること。 

 (4) 議員は、常にその居所または連絡場所を明らかにし、議会事務局との連絡体制を確立すること。 

 (5) 議長は、議会事務局に指示し、議員へ災害情報を提供すること。 

   情報の伝達方法は、ＬＩＮＥ ＷＯＲＫＳまたは電子メールによるものとする。 

 (6) 議長は、必要に応じ、議員の登庁を指示すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中期：応急態勢（発災後おおよそ１週間以内） 

(1) 議長は、議会事務局に指示し、災害対策本部からの新しい情報を議員に提供するものとする。 

(2) 議員は、各地域における被災地及び避難所等での情報収集等を行うこと。 

(3) 議員は、各地域における被災地及び避難所等での要請事項等について把握し、必要に応じて議

長へ連絡を行うこと。これを受け、議長は、必要があると認めるときは、災害対策本部へ要請を

行うものとする。 

(4) 議長は、必要があると認めるときは、危機管理・交通政策特別委員長に危機管理・交通政策特

別委員会を開催させ、今後の対応について協議させるものとする。 

 

 

３ 後期：復旧態勢（発災後おおよそ１週間以降） 

(1) 議長は、必要に応じて臨時会を招集請求し、災害対策に対する対応を協議するものとする。 

(2) 議員は、各地域において、情報収集に努める。 

(3) 議長は、被災地及び避難所等の状況に応じて、市へ要請、要望等を行う。 

 

 

４ その他 

 ・このマニュアルを変更すべき事由が生じたときは、適宜、適切な見直しを行うものとする。 

 

※ 本会議（または委員会）開会中における対応 
・議長（または委員長）は、非常の事態により会議（または委員会）の継続が困難で

あると認めるときは、発言の途中であっても、直ちに休憩または延会（または散会）

を宣告することができる。 
・議場（または委員会室）から避難が必要になった場合は、議長（または委員長）は、

傍聴者を避難・誘導するとともに、速やかに避難するものとする。 
・議長（または委員長）は、災害が発生した場合、または、災害が発生するおそれが

あると判断した場合、速やかに当局、あるいは、議会運営委員会等で協議を行い、

全議員に情報を伝えるものとする。 

(39)



3 
 

 

災害対策本部が設置された場合の対応（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     議員から議会事務局への連絡は、以下のいずれかの方法による 

・ＬＩＮＥ ＷＯＲＫＳ 

・電子メール gikai@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

     ・電話    ０５３－４５７－２５０５（議会事務局 議会総務課） 

     ・ＦＡＸ   ０５０－３７３０－５２１８（議会事務局） 

      ※いずれも使用不可能な場合は、災害用伝言ダイヤル（１７１）へ録音する。 

保存限度数が１回線あたり１０件であることから、議席番号に応じて録音する 

電話番号を下記のとおり割振る。 

    議席番号 １～ ８→☏０５３－４５７－２５０５ （議会総務課）へ録音 

         ９～１５→☏０５３－４５７－２５０６ 

        １６～２３→☏０５３－４５７－２５１１ （議事課）へ録音 

        ２４～３０→☏０５３－４５７－２５１２ 

        ３１～３８→☏０５３－４５７－２５１３ （調査法制課）へ録音 

        ３９～４６→☏０５３－４５７－２５１４ 

議 長 

事務局 議 員 

連絡体制の確立 

市災害対策本部 

区災害対策本部 

各地域 ③ 

情報提供 

⑦ 必要に応じ要請 

② ⑧ 
① 

④ 

⑥ 

⑤ 

③ 議員への災害情報の提供を議会事務局に指示 
⑦ 必要に応じ、災害対策本部へ要請 
⑧ 必要に応じ、議員の登庁を指示 

① 安否情報を事務局へ連絡 
（ＬＩＮＥ ＷＯＲＫＳ・メール・ 

電話・伝言ダイヤル等） 
居所または連絡場所を常に明確にする。 

（事前に各会派連絡網を作成しておく） 
⑤ 各地域での情報収集、要請事項の把握等 
⑥ 必要に応じ、議長へ要請事項を連絡 

  

② 議員の安否を確認し議長へ連絡 
④ 議員へ災害情報を提供（庁舎被害状況等） 

（ＬＩＮＥ ＷＯＲＫＳまたはメール） 
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